京中発第２１５号
令和８年１０月５日
外国人技能実習生共同受入事業 実施組合
育成就労外国人共同受入事業 実施予定組合　各位
京都府中小企業団体中央会
会　長　　安　藤　源　行

令和８年度外国人技能実習制度適正化事業
育成就労制度の適正な導入に向けた講習会の実施について

時下　益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。
平素は、本会の運営に格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
[bookmark: _Hlk150788950]さて、令和６年６月２１日に「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する法律」が公布され、それにより、技能移転による国際貢献を目的とする技能実習制度を発展的に解消し、我が国の人手不足分野における人材の育成・確保を目的とする育成就労制度が創設、令和９年４月１日から運用開始されることになりました。
これにより本会では、外国人技能実習制度適正化事業（全国中小企業団体中央会）を活用して、育成就労制度の適正な導入に向けて講習会を開催します。
つきましては、別紙①の出欠回答書に併せて別紙②の（監理団体対象）アンケートにご記入いただき、１０月２９日（木）までにメール又はFAXでご回答いただきますようお願い申し上げます。
なお、出欠に関わらずアンケートはご回答くださいますよう御協力をお願いいたします。
記
主　　催　京都府中小企業団体中央会

対 象 者　京都府内の監理団体（監理支援機関）等の役職員及び受け入れ組合員

開催日時及び会場（定員）　
[bookmark: _Hlk111193603]【南部会場】令和８年１１月１３日（金）１０：００～１２：００（２時間）
　　　　　京都経済センター３階　３-Ｈ会議室　（京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町78番地）
（定員５０名程度）

【北部会場】令和８年１１月１９日（木）１４：００～１６：００（２時間）
　　　　　　綾部市ものづくり交流館（北部産業創造センター）２階　多目的ホール
（京都府綾部市青野町西馬場下３３番地の１）
（定員１００名程度）
※各会場における講演内容に差は設けておりません。
※講師については、会場外からオンラインでのご講演をいただく可能性があります。
ただし、受講者の参加方法はリアル参加のみの受付とさせていただきます。
内　　容　
（１）講演①:「育成就労制度の概要及び最新情報」（約30分）
講師：大阪出入国在留管理局　在留支援部門・統括審査官　上原　洋ニ氏
（２）講演②:「監理支援機関　施行日前申請及び留意事項について」（約60分）
講師：外国人技能実習機構　技能実習部長　下村　祐子氏
（３）講演③:「育成就労計画の施行日前申請及び留意事項について」（約30分）
講師：外国人技能実習機構　大阪事務所　認定課長　三長　静子氏
　その他

受 講 料　　無料

お問合せ・申込先　　京都府中小企業団体中央会　連携支援課　細見
（京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町78番地　京都経済センター３階）
TEL：075－708－3701／FAX：075－708－3725／E-Mail：hosomi.n@chuokai-kyoto.or.jp

回答期限：令和８年１０月２９日（木）　　　　　　　　　　　　　　　　　【別紙①】
FAX送信先：０７５－７０８－３７２５ 　　　京都府中小企業団体中央会（担当）細見　宛　
E-Mail送信先：hosomi.n@chuokai-kyoto.or.jp

令和８年度外国人技能実習制度適正化講習会　出欠回答書

貴組合名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記入者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[bookmark: _Hlk81562188]
電話：　　　　　　　　　　　　　　　／　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　　　

Ｅ－Ｍａｉｌ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※出欠欄いずれかに☑、必要事項を記載してください。
□出席します

1 南部会場：令和８年１１月１３日（金）１０：００～１２：００
京都経済センター３階　３-Ｈ会議室
　　　　　　　　　　or
	企業・団体名及び役職
	出席者氏名
	1 南部会場
	2 北部会場

	
	
	□
	□

	
	
	□
	□

	
	
	□
	□


2 北部会場：令和８年１１月１９日（木）１４：００～１６：００
綾部市ものづくり交流館（北部産業創造センター）２階　多目的ホール
※出席の場合、① or ②の会場選択☑してください。

※定員の関係で申込人数や参加会場において制限又は条件を付させていただくことがあります。ご了承下さい。
　　 
外国人技能実習機構への施行日前申請に関する事前質問があれば予めご記入ください。
	






※講習会当日、質問によっては主務省庁に確認が必要なものもあり、回答できないことがあります。

□欠席します


　【別紙②】
令和８年度外国人技能実習制度適正化事業
アンケート調査（監理団体対象）
※出欠にかかわらずご回答ください。

現在、技能実習生を受け入れている実習実施者の方々を対象にアンケート調査を実施しています。
　本調査は、技能実習制度から育成就労制度への円滑な移行を目的に状況調査するものです。

貴組合名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記入者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｑ１.貴組合における外国人技能実習生等の受入状況について教えて下さい。
（令和８年９月１日時点）
	所属組合員数
	技能実習生受入組合員数（※他組合を通じた受入を除く）
	貴組合における受入技能実習生人数
	貴組合における特定技能支援組合員数
	貴組合で支援している特定技能外国人の数

	（　　　　）社
	
（　　　　）社

	
（　　　）人

	
（　　　　）社
（※）
	
（　　 　）人
（※）


（※）特定技能登録支援機関でない場合は「―」を記入

Ｑ２．現在、技能実習生を受け入れている職種において、技能実習制度での受入れが終了し、新制度が開始された後も、引き続き、新制度で外国人の受入れを実施予定ですか。（☑してください。）
□はい                  □いいえ

Ｑ３. 上記Ｑ１及びＱ２の内容を踏まえ、貴組合における育成就労制度への移行後（令和９年４月以降）の受入事業者数及び受入外国人数について見込みで構いませんので記入して下さい。
＜育成就労移行後（期間：令和９年４月１日～令和10年3月31日）＞
1 育成就労制度による共同受入事業の利用組合員数（　　　　　）社
2 育成就労制度による外国人受入見込人数（　　　　　）人

Ｑ４.育成就労制度への移行に伴い、組合の定款変更の認可申請及び事業の変更に伴う登記申請は完了していますか。（☑してください。）
□定款変更認可済　　□登記完了済　　□定款変更認可申請予定    □登記申請予定  □未着手

本アンケートで収集した情報の取扱い
	令和８年度外国人技能実習制度適正化事業に基づく開示要請があった場合、不正アクセス、脅迫等の違法行為があった場合、育成就労制度及び特定技能制度の関係省庁における業務に必要な範囲内で提供する場合その他特別の理由のある場合を除き、収集した情報をアンケートの目的以外の目的のために自ら利用し、又は第三者に提供いたしません。



